
第　  章1
信書便事業の概況

　通信手段の一つである信書の送達の事業は、130年以上もの間、
郵便事業として、国が独占して行ってきましたが、平成15年４月から
信書便法が施行され、郵便事業とは別の信書便事業として、民間事業
者の参入する途が開かれました。
　この章では、「信書」とはどのようなものか、信書便事業にはどれくらい
の事業者が参入し、どのようなサービスを提供しているのか、といった
ことをご紹介します。

第1節 信書便事業とは

第2節 信書便事業の現況

 信書便法の目的
 信書便事業の類型
 主な信書便サービス 

 参入事業者数と役務の種類別提供者数の推移
参入事業者の規模、主たる事業
地域別参入状況
引受通数の推移
売上高の推移
事業者数と売上高の比較
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信書便事業とは

信書便法の目的

　信書便法は、「民間事業者による信書の
送達の事業の許可制度を実施し、その業
務の適正な運営を確保するための措置を
講ずることにより、郵便法と相まって、信
書の送達の役務について、あまねく公平な
提供を確保しつつ、利用者の選択の機会
の拡大を図り、もって公共の福祉の増進に
資する」ことを目的としています。
　これは、従来、国家独占とされてきた信
書の送達の事業に競争原理を導入すること

により、利用者の選択肢を拡大し、その利
便の向上を図ることを目指すとともに、引
き続き、信書の送達の役務の日本全国に
おけるあまねく公平な提供（ユニバーサル
サービスの提供）を確保するため、これに
支障のない範囲で信書の送達の事業への
民間事業者の参入を認めるという趣旨を定
めたものです。
　なお、信書便法では、「信書」そのものだ
けではなく、信書の包装及びその包装に
封入される信書以外の物を含めた「信書便
物」を単位として、様々な取扱いを定めて
います。

信書そのもの 信書と信書以外のものを封入した包装

◉ 信書便物◉ 信書便物

信書便事業の類型

　「一般信書便事業」とは、「信書便の役務
を他人の需要に応ずるために提供する事業
であって、その提供する信書便の役務の
うちに一般信書便役務を含むもの」です。
　「一般信書便役務」とは、長さ、幅及び
厚さがそれぞれ40cm、30cm及び３cm以下

信書便事業には２つの類型があります。

1 一般信書便事業

であり、かつ、重量が250g以下の信書便物を
国内において差し出された日から原則４日以
内に送達する信書便の役務です。
　一般信書便事業を営む許可を受けた一般信
書便事業者は、一般信書便役務を必ず提供
しなければなりませんが、他の信書便役務に
ついては任意に提供することができます。例え
ば、長さが40cmを超える信書を送達日数の
制限を設けずに送達する役務を提供すること
や、特定信書便事業が取り扱う長さ、幅及び
厚さの合計が73cmを超える信書を送達する
役務も提供できます。もちろん、一般信書便
役務のみを提供することでも構いません。
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第　  節 信書便事業とは1

重量
250g
以下

30cm以下

送 達

40cm以下

3cm以下
4日以内

差出人 受取人

差出人 受取人

800円を
超える料金又は

送 達
3時間
以内A+B+C

73cm超

CB

A = 重量4kg超

　「特定信書便事業」とは、次のいずれか
に該当する信書便の役務のみを他人の需要
に応ずるために提供する事業です。
① 長さ、幅及び厚さの合計が73cmを
超え、又は重量が４kgを超える信書
便物を送達するもの（以下「１号役務」と
いいます。）。

② 信書便物が差し出された時から３時間以
内に当該信書便物を送達するもの（以下
「２号役務」といいます。）。
③ 料金の額が800円を下回らない範囲内
において総務省令で定める額を超えるも
の（以下「３号役務」といいます。）。

2 特定信書便事業
参考 信書便法改正による

信書便役務の範囲拡大

１号役務

3号役務

取り扱うことのできる信書便物のサイズを
３辺計90cm超から３辺計73cm超まで拡大
（A３サイズ大の封筒まで取扱い可能に）

取り扱うことのできる信書便物の料金の額を
１通1,000円超から１通800円超まで拡大

※法改正施行日　平成27年12月１日

　国民生活にとって基礎的な通信
サービスを確保する観点から、「一般
信書便役務」（※）と呼ばれるサービス
を提供することを条件にすべての信
書の取扱いが可能となる事業です。

◉ 一般信書便事業◉ 一般信書便事業

※軽量・小型の信書便物（長さ40ｃｍ・幅30ｃｍ・厚さ３ｃｍ以下で重量250ｇ以下）を全国均一料金にて全国で引き受け、
　国内において原則４日以内に配達するサービス

大きい／重いサービス
（１号役務）

急送サービス
（２号役務） 

付加価値の高いサービス
（３号役務）

　特定の需要に応えるサービスを提供するもので、以下のいずれかに該当するサービス
のみを提供する事業です。

◉ 特定信書便事業◉ 特定信書便事業

① ② ③

長さ、幅及び厚さの合計が
73ｃｍを超え、又は重量が
４ｋｇを超える信書便物を送
達するサービス

差し出された時から３時間以
内に信書便物を送達する
サービス

料金の額が800円を下回ら
ない範囲内において総務省
令で定める額（国内は800
円）を超えるサービス
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3 主な信書便サービス
　現在、信書便事業者が提供している主なサービスをご紹介します。

① 巡回集配サービス  ・・・・・・・・  対象信書の例 通知文書、依頼文書、指示文書
　一定のルートを巡回して、各地点で信書
便物を順次引き受け、配達するサービスで
す。自治体（本庁、出張所、学校、図書館

ほか）、企業（本社、支社、営業所間ほか）
や、大学（キャンパス間ほか）などで利用さ
れています。

本庁・区役所・出張所を巡回する場合

区役所・出張所宛ての
信書便物を積んで出発

区役所宛ての信書便物を配達
本庁宛ての信書便物を引受け

出張所宛ての信書便物を配達
本庁宛ての信書便物を引受け

本庁宛ての信書便物を配達11 4

2 3

本　庁

出張所区役所

サービスの流れ 例
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サービスの流れ 例

1

2

3

4

　信書便事業者と利用者（顧客）との
間で、あらかじめ、運行するルート
や地点数、スケジュールなどの仕様
を調整します。

　本社など（起点）で、支社など（各
集配先）あての信書便物について、
通数などを確認の上、引き受けます。

　ルートに従って運行し、支社など
で信書便物の通数などを確認の上、
配達するとともに、その支社など
（起点）から営業所など（各集配先）
あての信書便物について、通数など
を確認の上、引き受けます。

　ルートに従って運行し、営業所な
どで信書便物の通数などを確認の
上、配達します。

本 社

支 社支 社

営業所営業所

② 定期集配サービス  ・・・・・・・・  対象信書の例 通知文書、指示文書、請求書
　一定のルートを定期的に運行して、各地
点で信書便物を順次引き受け、配達する
サービスです。

企業の内部（本社から支社、支社から営業
所ほか）や、企業間（取引先間ほか）などで
利用されています。
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サービスの流れ 例

引受地点

配達先

営業所

直接配送

営業所を経由

③ ビジネス文書の急送サービス  ・・・・・・・・  対象信書の例 請求書、領収書、見積書
　請求書や領収書などの信書便物につい
て、比較的近い距離や限定された区域内を
急送するサービスです。引き受けた配送員

がそのまま直接配達する方法と、ハブ機能
を持たせた営業所を経由して運びつなぐ
方法があります。

1

2

3

4

　利用者（顧客）がコールセンターに
連絡し、引受場所、配達先などの
情報を知らせます。

　コールセンターが、指定された引
受場所に最も近い配送員に連絡し、
引受けを指示します。

　配送員が指定された引受場所まで
取り集めに出向き、信書便物を引き
受けます。

　指定された配達先まで直接向か
い、信書便物の通数などを確認の
上、配達します。

直接配送するパターン

　引き受けた信書便物を、ハブ機能
を有する営業所まで一旦運び、そこ
で方面別に区分して配達先の地域を
担当する別の配送員が配達先に向か
い、通数などを確認の上、配達し
ます。

営業所を経由するパターン
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④ メッセージカードの配達サービス  ・・・・・・・・  対象信書の例 慶弔メッセージ
　お祝いやお悔やみといったメッセージをイ
ンターネットや電話、ＦＡＸで受け付けた後、
配達先に比較的近い地域でメッセージカー

ドを印刷し、そのカードを装飾が施された台
紙やぬいぐるみなどと一緒に配達するサー
ビスです。

インターネットで申込み

サーバーで受付

メッセージを紙に出力
台紙に添付

会場に配達

1

2

3

4
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　鹿児島市は、九州の南端、鹿児島県本土のほぼ中心部に位置しており、世界有数の
活火山「桜島」を有し、豊かな自然と市街地が調和した世界に誇れる美しい都市です。
また、温暖な気候、先人が育んできた歴史・文化、そして温泉、芋焼酎、黒豚等々、魅力
あふれる観光都市です。
　以下は、文書集配に関するご担当者からお聞きした話です。

公文書集配業務を委託した
経緯を教えてください。

　業務の多様化による職員不足や、
行政歳出の増加を少しでも解消しよ
うと、職員による管理監督の下、

平成21年度から信書便事業者への業務委託
を行うことになりました。

　本市支所、学校等（以下「支所等」と
いう。）を含めた出先機関236か所を
５コースの午前・午後に分け、あらか

じめ設定した日時に本庁と支所等の間を巡回し
公文書の集配を行っています。

公文書の集配先や巡回ルート
などについて教えてください。

　集配という専門性の高い業務の
業務委託により、市職員の事故リスク
回避、経費削減及び負担軽減を図る

ことができました。結果、業務改善が進み
業務全体の質の向上につながりました。

公文書集配業務を委託したこと
による効果を教えてください。

　正確・安全な集配業務を業務委託
するためには、状況に適合した業者
選定・入札参加有資格要件が不可欠。

そのために、各自治体へ実務状況を尋ねたり、
総務省の「信書便事業者一覧」を参考に、委託
業務有資格参加業者の実績や業務内容を事前
に調査することでスムーズな業務委託を実現
することができると思います。

今後委託を検討されている
地方公共団体の方に何か
アドバイスがあればお願い
いたします。

Q

A A

A

Q

　誤配送等を防ぐため、巡回ルート
ごとに色分けした公文書集配袋を
使用しています。また、正確・確実な

受け渡しができるよう授受簿を作成し、受け
渡し時に確認印を押印しています。

公文書の委託を始めるに
当たって工夫した点があれ
ば教えてください。

A

A

信書便年報
（令和6年度版）利用者の声
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札幌市
函館市

宮城県

茨城県

群馬県
高崎市

栃木県
宇都宮市

東京都
千代田区
港区
台東区
目黒区
大田区
世田谷区
渋谷区
杉並区
豊島区
荒川区
練馬区
足立区
葛飾区
江戸川区
中野区
新宿区
墨田区
江東区
北区
品川区
文京区
八王子市
立川市
武蔵野市
三鷹市
府中市

千葉市
市川市
船橋市
柏市

神奈川県
相模原市
平塚市
小田原市
茅ヶ崎市
川崎市
横浜市

静岡県
浜松市
沼津市
富士宮市
静岡市大阪府、大阪市

堺市、豊中市
高槻市、守口市
枚方市、八尾市
東大阪市、交野市

四日市市
鈴鹿市美馬市

沖縄県

香川県
丸亀市

愛媛県
松山市
今治市
伊予市

鹿児島県
鹿児島市
南九州市

熊本県
熊本市
上天草市
天草市

長崎県
長崎市
島原市
諫早市
西海市

佐賀県
佐賀市
伊万里市

大分県 

福岡県
北九州市
福岡市
春日市
宗像市
糸島市

広島市
三原市
三次市
東広島市
廿日市市
神石高原町

名古屋市
一宮市
豊田市

さいたま市
川口市
行田市
東松山市

会津若松市
二本松市

青森県
八戸市
五所川原市
中泊町

秋田県
秋田市

山形市
酒田市

新潟県
長岡市

富山県
富山市
氷見市

金沢市

長野県
長野市
松本市
須坂市
安曇野市

島根県
出雲市
益田市
雲南市

神戸市
尼崎市
明石市
西宮市
宝塚市
丹波市

岐阜市
多治見市
美濃加茂市
各務原市

京都府
京都市
亀岡市

滋賀県
大津市
湖南市

福井市

鳥取市

倉敷市
津山市
赤磐市

公文書集配業務の
信書便事業者への委託状況

令和 6年実施のアンケート調査を基に作成
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　東京都に本社を置くA社は、平成１６年に信書便事業に参入し、３号役務を展開しています。
　以下は、このサービスのご担当者の方からお聞きした話です。

Q 業務の一部を委託しているということ
で、委託先を管理する方法として何か
工夫している点があれば教えて下さい。

貴社ではどのような信書を
取り扱っていますか。

Q

　委託先事業者向けに訪問やWEBでの
ミーティング、教材の送信を実施し、事例
の共有や意見の交換を実施しています。

また1年に1度、現地の運用確認を書面で行って
おり、弊社が求めている業務が行われているかの
確認を行っております。

A

Q 信書の秘密保護の観点から、従業
員・委託先への教育はどのように
取り組んでおられるのでしょうか。

Q 申込を受け付けてから受取人にお
届けするまで、具体的にどのよう
な流れとなっているのでしょうか。

信書便事業者の声

Q 信書の扱いについて教育を受けた多く
の人が関わってメッセージが届く、こ
のサービス提供に当たって貴社が最も
大切にしていることを教えて下さい。

A 　ルール及び管理の徹底です。
　我々が承った「メッセージ」は、一つ
一つがその時々にあった気持ちであり、

それを履行できない時点で、価値をなくしてしま
い取り戻すことができません。この重要さを従業
員及び関係者全員に深く理解頂くことで、初めて
サービスが成り立つと考えております。

　弊社従業員に対しては、半年に１度
信書便の研修を行い、その後、理解度
テストで100点を取るまで繰り返し行い

ます。信書便研修資料及び研修動画については、
ポータルサイトに登録し、いつでも確認・復習が
出来るようにしています。
　また、全国の委託事業者様には最低2年に1度
は現地に訪問し、各事業者の信書便管理者に信書
便の教育を行っております。
　その後、各事業者の信書便管理者より業務に
従事いただく方に同様の教育を行っていただき、
受講記録（いつ・誰に研修を行ったか）を提出いただ
いております。

A

A 　インターネットでお申込みを受付し、
そのお届けエリアを配送する委託事業者
様にデータで共有します。

　委託事業者様におきましては、データを元にメッ
セージの調製を行い、お届け日時・お届け先情報を
参照しお届けを行っております。
　（弊社のサービス提供におきまして、配送を業
務委託で行っております。）

　昇進のお祝いメッセージやお悔やみの
メッセージを扱っております。A

信書便年報
（令和6年度版）
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　静岡県に本社を置くＢ社は、平成２５年に信書便
事業に参入し、１号及び３号役務を展開しています。
　以下は、このサービスのご担当者の方からお聞
きした話です。

　大手メーカー様の工場間、事業所間の貨
物の配送を行っておりましたが、お客様から
信書配送のご提案を頂いたことがきっかけ

で、信書便事業を知り、「信書便事業許可」を取得しま
した。仕分けスタッフがセンターにて宛先毎に仕分け
をして、配送スタッフが各部門・事業所・工場を巡回し、
信書便物を集配しています。

　お客様の本社（静岡県）にて、社内便の仕
分けを行い、宛先ごとの逓送箱に入れて、
館内、工場、事業所等を巡回して信書便物

を集配しています。
　東京での業務を新たに受託した際、当社の営業エリ
アは静岡県西部地域のみであり、車両を使用した集配
業務を行うにあたって、総務省に相談したところ委託
認可を受ければ業務の一部を委託することが可能であ
ることを知り、費用面、管理体制を考慮して、貨物軽
自動車を使用した信書便物の
集配業務の一部を東京の会
社様（貨物運送事業者）に委
託して実施しております。

提供しているサービスの具体的な
内容を教えて下さい。

　自社の教育と同じ時期に、現地の自社管
理者から委託先会社へ同じテキストと理解度
テストを配付して、実施したテストを回収し、

採点してからフィードバックしています。委託先の配送
スタッフの他に、代行者や管理者の方にも実施してい
ただいております。
　東京での業務開始時（委託）の際は、自社の信書便
管理者が出向き、委託先とお客様（信書便担当者）に
信書便教育を実施しました。開始後は、月1回の定期
ミーティングを実施しました。
　理解度テスト、管理者向け講習会の参加（信書便事
業者協会）、自社にあった内容のテキストを作成して、
教育を行っています。

業務の一部を委託しているとのことで
すが、信書を扱うということで、委託
先の従業員の教育はどのように取り
組まれているのでしょうか。

　秘密の厳守等、セキュリティについての取
組みを聞かれますので、教育の実施・朝礼で
自社オリジナルの「個人情報取組み１０か条」

等の心得の唱和をして、全従業員が意識するようにし
ています。
　お預かりした信書を安心・
安全・確実に運ぶようにして
おります。利用者様の要望に
沿ったサービスの提供が可能
ですので信書便の利用をご
検討、お困りの際はお問い合わせください。

貴社の信書便を利用しているお客様からは
どういった声が寄せられていますか。また、
今後、信書便の利用を検討している方への
メッセージがあれば教えて下さい。

Q

A
A

A

Q
　配達の精度は宛先の書き方に左右される
ので、宛名の書き方等のルールの周知と徹
底をお客様にお願いしています。信書便に

ついてより深く知っていただければと思い、年1回発
行される信書便のパンフレットやポスターをお届けし
て、信書便制度のPRとルールを守っていただくようお
願いしています。また、急な欠員に備え、信書便管理

サービス提供にあたって工夫され
ている点があれば教えて下さい。

A

A

信書便事業に参入することとした
経緯を教えて下さい。

者が定期的に配達車に同乗して、ルートの変更点等の
把握をすることで配達員の代替対応に備えています。ま
た、作業が属人的とならないよう多能工化を計画的に
進め、特定の職員が特定のルートのみ対応するのでは
なく、どの社員も複数ルートを行えるようにしています。

信書便事業者の声信書便年報
（令和6年度版）
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２号役務（差し出されたときから３時間以内に信書便物を送達する役務）

３号役務（料金の額が800円超の信書便物を送達する役務）
特定信書便事業者数

※複数の役務を提供する事業者がいるため、事業者数と役務の種類別提供者数の合計は一致しません。
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信書便事業の現況

参入事業者数と役務の種類別提供者数の推移
　一般信書便事業への参入はないものの、
特定信書便事業への参入は増加を続けてお
り、令和５年度末時点で596者となってい
ます。

　役務別に見ると、１号役務と３号役務を提
供する事業者の割合が多くなっています。

図表1 事業者数及び役務の種類別提供者数の推移（年度末時点）
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第　  節 信書便事業の現況2

2

１千万円未満
８７者（１６.７％）

１億円未満
３６６者（７０.４％）

１０億円未満
４９者（９.４％）

１０億円以上
１８者（３.５％）

業種別 事業者数 業種別 事業者数 業種別 事業者数
貨物運送業
警備業

障害者福祉事業
建物サービス業
卸売業・小売業
情報通信業

４４６
３８
１７
１７
１２
７

６
６
５
５
５
４

４
２
２
２
１
１７
５９６

旅客運送業
運輸に附帯するサービス業

建設業
製造業

廃棄物処理業
不動産業
計

専門・技術サービス業
労働者派遣業

生活関連サービス業
倉庫業

飲食サービス業
その他サービス業

※596者のうち個人事業者は11者

参入事業者の規模、 主たる事業
　信書便事業者のうち会社形態の事業者を
資本金別に見ると、１億円未満が全体の約
87％を、その中でも１千万円未満が約17％
を占めており、会社形態以外の個人事業者
が11者いることをあわせ考えると、小規模
な事業者による参入も比較的容易であると
みることができます。

　また、参入事業者が信書便事業の他に営
んでいる事業としては、貨物運送業が大多
数を占めており（約75％）、その他に警備
業、障害者福祉事業、建物サービス業など
がみられます。

図表2 会社形態の参入事業者（５２０者）の資本金規模（令和５年度末時点）

図表３ 参入事業者が営む主たる事業（令和５年度末時点）
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事業者数 1号役務 2号役務 3号役務

北海道

東 北

関 東

東 海近 畿

四 国沖 縄

信 越

北 陸

中 国

九 州

18 17
11

9
17 17

10

3

12 12
8

2
12 12

10

3

18 16
8

4 25 23
15

2

34 33
17

8

212

90

177

19
77 75

47

5

73 71

34

22

98 82
58

19

地域別参入状況
　本社所在地別の参入事業者数は、関東が212者（約36％）と多く、次いで近畿の98者
（約16％）、東海の77者（約13％）の順となっています。

※複数の役務を提供する事業者がいるため、事業者数と役務の種類別提供者数の合計は一致しません。

図表4 地域別事業者数（本社所在地別）及び役務別提供者数（令和５年度末時点）
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図表5 役務別引受通数の推移（年度別）

4 引受通数の推移

　令和５年度においては全体で約2,116万通と
なり、前年度比5.8%の増加となっています。

　役務別の引受通数は、１号役務が約1,558
万通（73.6％）、次いで３号役務が約507万通
（24.0％）、２号役務は約51万通（2.4％）と
なっています。
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5 売上高の推移

　令和５年度においては、全体で約188億円
となり、前年度から4.0％の増加となりました。

　役務別に見ると、売上高総額のうち、１号
役務が約108.2億円（57.5％）、次いで３号役
務が約77.8億円（41.3％）、２号役務は約2.3
億円（1.2%）となっています。

6 事業者数と売上高の比較

　参入事業者数と売上高の推移を比較す

ると、前年度比において令和４年度は微減
傾向にありましたが、令和５年度は増加に
転じています。

図表6 役務別売上高の推移（年度別）

図表7 参入事業者数と売上高の推移（年度別）
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